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1. 上流文書から（設置変更許可申請書）から保安規定への記載方針 
 

設置変更許可申請書（ＤＢ、技術的能力）の記載内容から保安規定に記載すべ

き内容を整理するに当たっては、保安規定変更に係る基本方針を受け、以下の方

針により記載する。 

 

（1）保安規定変更に係る基本方針の内容（抜粋） 

1. はじめに 

設置変更許可申請書で確認された原子炉施設の安全性が、運転段階におい

ても継続して確保されることを担保するために必要な事項を保安規定に要求

事項として規定 

2.2.1  保安規定に記載すべき事項 

保安規定に法令等へ適合することを確認した内容の行為者及び行為内

容を定める 

 

（2）保安規定の記載方針 
（1）項の「保安規定変更に係る基本方針」を受け、具体的には、以下の方針で

記載する。 

① 設置許可本文は、規制要求事項であるため、設置許可本文のうち運用に係る

事項について実施手段も含めて網羅するように保安規定に記載する。 

   ただし、例示や多様性拡張設備等に相当する部分の記載は任意とする。 

② 設置許可の添付書類は、直接の規制要求ではないが、（1）項の基本方針に沿

って、要求事項に適合するための行為内容の部分は保安規定に記載し、実施手

段に相当する部分は必要に応じて 2次文書他に記載する。 

また、2次文書他に記載するものについてはその理由を明確にする。 

③ 保安規定の記載にあっては、保安規定本文には保安規定審査基準にて要求さ

れている内容に応じた記載（行為内容の骨子）とし、具体的な行為内容は、保

安規定添付 2および添付 3に記載する。 

④ 設置許可本文、添付書類の図、表は、法令等へ適合することを確認した内容

の行為者および行為内容に係る部分を保安規定に添付する。 

   ただし、同図、表の内容が保安規定に記載されている場合は任意とする。 
 

（3）その他 
① これまでの審査会合等のコメントのうち、運用に係る事項について、（2）項

の「保安規定の記載方針」に基づき、保安規定および 2次文書に他に記載す

る。 
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2. 保安規定の記載方針フォーマットの説明  
 

項  目 説 明 内 容 

設置変更許可申請書 

【本文】 

○「黒字」により、設置変更許可申請書（本文）の内容を記載す

る。 

○「青字（青下線）」により、保安規定および関連する社内規定文

書（2 次文書）に記載すべき内容を明確にする。 

○「緑字（緑下線）」により、関連する社内規定文書（2次文書）

に記載すべき内容を明確にする。 

○「黄マーカー」により、設置変更許可申請書における変更箇所

を明確にする。 

設置変更許可申請書 

【添付書類】 
○「黒字」により、設置変更許可申請書（添付書類）の内容を記

載する。  

○「青字（青下線）」により、保安規定および関連する社内規定文

書（2 次文書）に記載すべき内容を明確にする。 

○「緑字（緑下線）」により、関連する社内規定文書（2次文書）

に記載すべき内容を明確にする。 

○「黄マーカー」により、設置変更許可申請書における変更箇所

を明確にする。 

原

子

炉

施

設

保

安

規

定 

記載すべき内容 ○「黒字」により、保安規定に記載すべき内容を記載する。 

また、記載に当たっては、文書の体系がわかる範囲で記載す

る。 
○「黒字（青下線）」により、要求事項を実施する行為者を明確に

する。 

記載の考え方 ○保安規定に記載すべき内容の記載の考え方を記載する。 
○社内規定文書（2 次文書）に記載すべき内容の記載の考え方を

記載する。 
○保安規定及び社内規定文書（2 次文書）他に記載しない場合の

考え方を記載する。 

社

内

規

定

文

書 

該当規定文書 ○該当する社内規定文書（2 次文書）を記載する。 
○「（新規）」により、新規に制定した社内規定文書を明確にす

る。 
○「（既存）」により、既存の社内規定文書を改正したものを明確

にする。 

記載内容の概要 ○関連する社内規定文書（2 次文書）の具体的な記載内容を記載

する。 
○「（新規記載）」により、社内規定文書に新規に記載したことを

明確にする。 
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3. 上流文書から（設置変更許可申請書）から保安規定への記載内容 

 
（１／１） 

  上流文書（設置変更許可申請書） 
（１） － 本文十一号 + 添付書類五、八 
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上流文書（設置変更許可申請書）から保安規定への記載内容 

（本文十一号 + 添付書類五、八） 
 

 

設置変更許可申請書【本文】 

2020.4.1届出 

設置変更許可申請書【添付書類】 

2020.1.29 許可時点 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 

記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載の考え方 

十一、発電用原子炉施設の保安のた

めの業務に係る品質管理に必要な

体制の整備に関する事項を以下の

とおりとする。 

 

     

5.5 責任、権限及びコミュニケーシ
ョン 
5.5.1 責任及び権限 

社長は、原子力部門内における各組

織及び要員の責任及び権限並びに原

子力部門内における各組織相互間の

業務の手順を定めさせ、関係する要

員が責任を持って業務を遂行できる

ようにする。 

（中略） 
5.5.3 管理者 
(1) 社長は、次に掲げる業務を管
理監督する地位にある者（以下
「管理者」という。）に、当該
管理者が管理監督する業務に係
る責任及び権限を与える。 

a. 個別業務のプロセスが確立さ
れ、実施されるとともに、その
実効性が維持されているよう
にすること。 

b. 要員の個別業務等要求事項に
ついての認識が向上するよう
にすること。 

c. 個別業務の実施状況に関する
評価を行うこと。 

d. 健全な安全文化を育成し、及び
維持すること。 

e. 関係法令を遵守すること。 
（以下略） 

 

[欄外※参照] 

【添付書類五】 
１．組  織 

本変更に係る設計及び運転等は第1図
に示す既存の原子力関係組織にて実施
する。 

これらの組織は、「核原料物質、核燃
料物質及び原子炉の規制に関する法律」
第43条の3の24第1項の規定に基づく美
浜発電所原子炉施設保安規定（以下「保
安規定」という。）等で定められた業務
所掌に基づき、明確な役割分担のもとで
美浜発電所の設計及び運転等に係る業
務を適確に実施する。 

本変更に係る設計及び工事の業務に
ついて、設計方針については原子力事業
本部の原子力安全部門、原子力発電部
門、原子力技術部門及び土木建築室にて
定め、現場における具体的な設計及び工
事の業務は美浜発電所において実施す
る。 

本変更に係る運転及び保守の業務に
ついて、美浜発電所の発電用原子炉施設
の運転に関する業務は発電室が、発電用
原子炉施設の保守管理に関する業務は
原子燃料課、放射線管理課、保全計画課、
電気保修課、計装保修課、原子炉保修課、
タービン保修課、土木建築課、電気工事
グループ、機械工事グループ及び土木建
築工事グループが、燃料管理に関する業
務は原子燃料課が、放射線管理に関する
業務は放射線管理課が、初期消火活動の
ための体制の整備に関する業務は所長
室が、原子力防災、出入管理等に関する
業務は安全・防災室が実施する。 

（以下略） 
 
【添付書類八】 
11.2 保安管理体制 

発電所の保安管理体制は、発電所長、
発電用原子炉主任技術者、電気主任技術
者、ボイラー・タービン主任技術者、品
質保証室、安全・防災室、所長室、技術
課、原子燃料課、放射線管理課、発電室、
保全計画課、電気保修課、計装保修課、
原子炉保修課、タービン保修課、土木建
築課、電気工事グループ及び機械工事グ
ループをもって構成する。 

（以下略） 
 
 

[欄外※参照] 

（保安に関する職務） 

第 ５ 条 本店における保安に関する職務は次のとおり。 

(1) 社長は、本規定に定める保安活動を統括する。 

(2) 経営監査室長は、原子力部門の経営監査に係る、年度計画

および要員の教育ならびに経営監査の実施に関する業務を行

う。 

(3) 原子力事業本部長は、第１項(5)から(10)に定める各部門統

括を指導監督し、原子力業務を統括する。また、第２条の２第

３項の職務を行う。 

(4) 原子力事業本部長代理および第１項(5)から(10)に定める

各部門統括は、原子力事業本部長を補佐する。 

(5) 原子力企画部門統括は、要員・組織計画および要員教育（原

子力部門の経営監査に係る要員の教育を除く。）ならびに文

書管理に関する業務を統括する。 

(6) 原子力安全部門統括は、原子力発電所の安全管理および原

子力発電施設の安全評価に関する業務を統括する（その他自

然災害発生時等、重大事故等発生時および大規模損壊発生時

の体制の整備に関する業務を含む）。 

(7) 原子力発電部門統括は、原子力発電の品質保証活動および

原子力発電所の運転保守、放射線管理、放射性廃棄物管理、原

子力発電施設の設計・保全に関する業務ならびに高経年対策

に関する技術的業務を統括する。 

(8) 原子力技術部門統括（原子力技術）は、原子力発電施設の設

計・保全（原子力技術部門統括（土木建築）および原子力発電

部門統括が所管する業務を除く。）に関する技術的業務を統

括する（火山影響等発生時およびその他自然災害発生時等の

体制の整備に関する業務を含む）。 

(9) 原子力技術部門統括（土木建築）は、原子力発電施設の土木

設備、建築物に係る設計・保全（原子力発電部門統括が所管す

る業務を除く。）に関する技術的業務を統括する（その他自然

災害発生時等の体制の整備に関する業務を含む）。 

(10) 原子燃料部門統括は、原子燃料サイクル（原子燃料サイク

ル室長所管業務を除く。）およびその品質保証活動に関する

業務を統括する。 

(11) 調達本部長は、調達先管理、契約および貯蔵品管理に関す

る業務を行う。 

(12) 原子燃料サイクル室長は、原子燃料サイクルの契約に関す

る業務を行う。 

(13) 総務室長は、「原子力発電の安全に係る品質保証規程」の

制定・改廃を所管するとともに、社印の管理に関する業務を

行う。 

(14) 土木建築室長は、原子力部門に係る土木設備、建築物の改

良および修繕に関する業務を行う。 

(15) 環境モニタリングセンター所長は、環境放射能に係るデー

タの収集、分析および評価に関する業務を行う。 

(16) 第１項(6)から(10)、(14)に定める各職位の職務には、そ

の職務の範囲における設計および工事に関する業務を含む。 

・原子力部門における各

組織の長の責任と権

限として、保安に関す

る職務の内容を規定

する。 

 

・保安規定第５条につい

ては、設置変更許可本

文十一号の「5.5.1 責

任及び権限」に基づき

職務の内容を規定し

ている。 

（なお、整合性を説明す

るものではないが、設

置変更許可本文十一

号の「5.5.3 管理者」

に示す管理者に今回

の保安規定変更対象

である職位のうち、原

子力企画部門統括、原

子力発電部門統括、原

子力技術部門統括（原

子力技術）及び調達本

部長が該当し、保安規

定第３条 5.5.3 項の

「なお、管理者に代わ

り、個別業務のプロセ

スを管理する責任者

を置いて、その業務を

行わせることができ

る。この場合におい

て、当該責任者の責任

および権限は、文書で

明確に定める。」の規

定に基づく「個別業務

のプロセスを管理す

る責任者」に所長室長

が該当する。） 

 

原子力発電の安全に係る品質保証

規程 

 

・保安規定に記載の職務と同様の

内容を記載する。 
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上流文書（設置変更許可申請書）から保安規定への記載内容 

（本文十一号 + 添付書類五、八） 
 

 

設置変更許可申請書【本文】 

2020.4.1届出 

設置変更許可申請書【添付書類】 

2020.1.29 許可時点 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 

記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載の考え方 

(17) 各職位は、第３条８．２．４項で要求される使用前事業者

検査等における独立性を確保するために必要な場合は、本項

の職務の内容によらず、当該検査実施責任者の業務を実施す

ることができる。 

(18) 第１項(5)から(15)に定める各職位は、所属員を指示・指

導し、所管業務を遂行する。また、各所属員は、その指示・指

導に従い業務を実施する。 

(19) その他関係する部門は、別途定められた「職制規程」に基

づき所管業務を遂行する。 

 

２．発電所における保安に関する職務は次のとおり。 

(1) 発電所長（以下、「所長」という。）は、発電所の課（室）

長等を指導監督し、発電所における保安活動を統括する。 

(2) 原子力安全統括、副所長および運営統括長は、所長を補佐

する。 

(3) 品質保証室長は、原子力発電に関する品質保証活動の統括

に関する業務を行う。 

(4) 品質保証室課長は、品質保証室長を補佐する。 

(5) 安全・防災室長は、原子炉施設の管理運用に関する安全評

価、その他技術安全の総括、原子力防災対策および原子炉施

設の出入管理に関する業務を行う。 

(6) 安全・防災室課長は、安全・防災室長を補佐する。 

(7) 所長室長は、発電所の運営に関する総括、初期消火活動の

ための体制の整備に関する業務、文書管理と記録管理の総括

および教育・訓練の総括に関する業務を行う。 

(8) 所長室課長（総務）は、所長室長を補佐する。 

(9) 技術課長は、発電所の技術関係事項の総括に関する業務を

行う。 

(10) 原子燃料課長は、原子燃料管理および炉心管理に関する業

務を行う。 

(11) 放射線管理課長は、放射性廃棄物管理、放射線管理（環境

モニタリングセンター所長所管業務を除く。）、被ばく管理お

よび化学管理に関する業務を行う。 

(12) 発電室長は原子炉施設の運転に関する業務を行う。 

(13) 当直課長は、原子炉施設の運転に関する当直業務を行う。

なお、本編において「当直課長」とは、特に定めの無い限り３

号炉を担当する当直課長をいう。 

(14) 定検課長は、発電室長の原子炉施設の運転に関する業務の

うち、定期事業者検査に関する業務の補佐を行う。 

(15) 保全計画課長は、原子炉施設の保守、修理の総括に関する

業務を行う。 

(16) 電気保修課長は、原子炉施設の電気設備に係る保守、修理

（電気工事グループ課長所管業務を除く。）に関する業務を

行う。 

(17) 計装保修課長は、原子炉施設の計装設備に係る保守、修理

（電気工事グループ課長所管業務を除く。）に関する業務を

行う。 

(18) 原子炉保修課長は、原子炉施設の機械設備（タービン設備

を除く。）に係る保守、修理（機械工事グループ課長所管業務

を除く。）に関する業務を行う。 

(19) タービン保修課長は、原子炉施設の機械設備（タービン設

備）に係る保守、修理（機械工事グループ課長所管業務を除
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上流文書（設置変更許可申請書）から保安規定への記載内容 

（本文十一号 + 添付書類五、八） 
 

 

設置変更許可申請書【本文】 

2020.4.1届出 

設置変更許可申請書【添付書類】 

2020.1.29 許可時点 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 

記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載の考え方 

く。）に関する業務を行う。 

(20) 土木建築課長は、原子炉施設の土木設備および建築物に係

る保守、修理（機械工事グループ課長および土木建築工事グ

ループ課長の所管業務を除く。）に関する業務を行う。 

(21) 電気工事グループ課長は、原子炉施設の電気設備および計

装設備に係る保守、修理および高経年対策の推進のうち、所

長が指定したものに関する業務を行う。 

(22) 機械工事グループ課長は、原子炉施設の機械設備、土木設

備および建築物に係る保守、修理および高経年対策の推進の

うち、所長が指定したものに関する業務を行う。 

(23) 土木建築工事グループ課長は、原子炉施設の土木設備およ

び建築物に係る保守、修理および高経年化対策の推進のうち、

所長が指定したものに関する業務を行う。 

(24) 発電所課長は、所長の指示する範囲の業務を行う。 

 

（略） 

 

（保安に関する職務） 

第１４１条 本店における保安に関する職務は次のとおり。 

(1) 社長は、本規定に定める保安活動を統括する。 

(2) 経営監査室長は、原子力部門の経営監査に係る、年度計画

および要員の教育ならびに経営監査の実施に関する業務を行

う。 

(3) 原子力事業本部長は、第１項(5)から(10)に定める各部門統

括を指導監督し、原子力業務を統括する。また、第１３８条

第３項の職務を行う。 

(4) 原子力事業本部長代理および第１項(5)から(10)に定める

各部門統括は、原子力事業本部長を補佐する。 

(5) 原子力企画部門統括は、要員・組織計画および要員教育（原

子力部門の経営監査に係る要員の教育を除く。）ならびに文

書管理に関する業務を統括する。 

(6) 原子力安全部門統括は、原子力発電所の安全管理および原

子力発電施設の安全評価に関する業務を統括する。 

(7) 原子力発電部門統括は、原子力発電の品質保証活動、原子

力発電施設の設計・保全および廃止措置ならびに原子力発電

所の運転保守、放射線管理および放射性廃棄物管理に関する

業務を統括する。 

(8) 原子力技術部門統括（原子力技術）は、原子力発電施設の

設計・保全（原子力技術部門統括（土木建築）および原子力発

電部門統括が所管する業務を除く。）に関する技術的業務を

統括する。 

(9) 原子力技術部門統括（土木建築）は、原子力発電施設の土

木設備、建築物に係る設計・保全（原子力発電部門統括が所

管する業務を除く。）に関する技術的業務を統括する。 

(10) 原子燃料部門統括は、原子燃料サイクル（原子燃料サイク

ル室長所管業務を除く。）およびその品質保証活動に関する

業務を統括する。 

(11) 調達本部長は、調達先管理、契約および貯蔵品管理に関す

る業務を行う。 

(12) 原子燃料サイクル室長は、原子燃料サイクルの契約に関す

る業務を行う。 

(13) 総務室長は、「原子力発電の安全に係る品質保証規程」の
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制定・改廃を所管するとともに、社印の管理に関する業務を

行う。 

(14) 土木建築室長は、原子力部門に係る土木設備、建築物の改

良および修繕に関する業務を行う。 

(15) 環境モニタリングセンター所長は、環境放射能に係るデー

タの収集、分析および評価に関する業務を行う。 

(16) 第１項(6)から(10)、(14)に定める各職位の職務には、そ

の職務の範囲における設計および工事に関する業務を含む。 

(17)各職位は、第１３９条８．２．４項で要求される使用前事業

者検査等における独立性を確保するために必要な場合は、本

項の職務の内容によらず、当該検査実施責任者の業務を実施

することができる。 

(18) 第１項(5)から(15)に定める各職位は、所属員を指示・指

導し、所管業務を遂行する。また、各所属員は、その指示・指

導に従い業務を実施する。 

(19) その他関係する部門は、別途定められた「職制規程」に基

づき所管業務を遂行する。 

 

  

２．発電所における保安に関する職務は次のとおり。 

(1) 発電所長（以下、「所長」という。）は、発電所の課（室）

長等を指導監督し、発電所における保安活動を統括する。 

(2) 原子力安全統括、副所長および運営統括長は、所長を補佐

する。 

(3) 品質保証室長は、原子力発電に関する品質保証活動の統括

に関する業務を行う。 

(4) 品質保証室課長は、品質保証室長を補佐する。 

(5) 安全・防災室長は、原子炉施設の管理運用に関する安全評

価、その他技術安全の総括、原子力防災対策および原子炉施

設の出入管理に関する業務を行う。 

(6) 安全・防災室課長は、安全・防災室長を補佐する。 

(7) 所長室長は、発電所の運営に関する総括、初期消火活動の

ための体制の整備に関する業務、文書管理と記録管理の総括

および教育・訓練の総括に関する業務を行う。 

(8) 所長室課長（総務）は、所長室長を補佐する。 

(9) 技術課長は、発電所の技術関係事項の総括に関する業務を

行う。 

(10)原子燃料課長は、原子燃料管理に関する業務を行う。 

(11) 放射線管理課長は、放射性廃棄物管理、放射線管理（環境

モニタリングセンター所長所管業務を除く。）、被ばく管理、

化学管理および廃止措置工事※１に関する業務を行う。 

(12) 発電室長は原子炉施設の運転に関する業務を行う。 

(13) 当直課長は、原子炉施設の運転に関する当直業務を行う。

なお、本編において「当直課長」とは、特に定めの無い限り１

号炉および２号炉を担当する当直課長をいう。 

(14) 定検課長は、発電室長の原子炉施設の運転に関する業務の

うち、定期事業者検査に関する業務の補佐を行う。 

(15) 保全計画課長は、原子炉施設の保守、修理および廃止措置

工事※１の総括に関する業務を行う。 

(16) 電気保修課長は、原子炉施設の電気設備に係る保守、修理

および廃止措置工事※１（電気工事グループ課長所管業務を

除く。）に関する業務を行う。 
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(17) 計装保修課長は、原子炉施設の計装設備に係る保守、修理

および廃止措置工事※１（電気工事グループ課長所管業務を

除く。）に関する業務を行う。 

(18) 原子炉保修課長は、原子炉施設の機械設備（タービン設備

を除く。）に係る保守、修理および廃止措置工事※１（機械工

事グループ課長所管業務を除く。）に関する業務を行う。 

(19) タービン保修課長は、原子炉施設の機械設備（タービン設

備）に係る保守、修理および廃止措置工事※１（機械工事グ

ループ課長所管業務を除く。）に関する業務を行う。 

(20)土木建築課長は、原子炉施設の土木設備および建築物に係

る保守、修理および廃止措置工事※１（機械工事グループ課

長および土木建築工事グループ課長の所管業務を除く。）に

関する業務を行う。 

(21) 電気工事グループ課長は、原子炉施設の電気設備および計

装設備に係る保守、修理および廃止措置工事※１のうち、所

長が指定したものに関する業務を行う。 

(22) 機械工事グループ課長は、原子炉施設の機械設備、土木設

備および建築物に係る保守、修理および廃止措置工事※１の

うち、所長が指定したものに関する業務を行う。 

(23) 土木建築工事グループ課長は、原子炉施設の土木設備およ

び建築物に係る保守、修理および廃止措置工事※１のうち、

所長が指定したものに関する業務を行う。 

(24) 発電所課長は、所長の指示する範囲の業務を行う。 

 

（略） 

 
 

※ 設置変更許可申請書（本文）に、保安規定に記載される組織、職務等の具体的記載はなく、本文十一号に各組織及び要員の責任及び権限を“定めること”のみが規定されている。（本文十一号に記載の「原子力部

門」の範囲については、参考１参照） 

なお、添付書類五、八に各職位の記載はあるが、当該設置変更許可の時点での記載となっている。 
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保安規定における原子力部門の範囲（青枠）
参考１

（変更なし）
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（注）

（注）保安規定対象外

（変更前）
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（本店（原子力事業本部）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｇ：「グループ」の略、ＣＭ：「チーフマネジャー」の略、ＰＴ：「プロジェクトチーム」の略 

  

別図１（２／５） 

（※１） 

（※３） 

地域共生ＧＣＭ 

技術運営ＧＣＭ 

原子力事業 

本部長 

（※２） 

原子力企画 
部門統括 

原子力発電 

部門統括 

原子力技術 

部門統括 
(原子力技術) 

原子燃料 

部門統括 

原子力事業本部長代理 

環境モニタリングセンター所長 

発電ＧＣＭ 

燃料保全ＧＣＭ 

放射線管理ＧＣＭ 

安全技術ＧＣＭ 

プラント・保全技術ＧＣＭ 

安全管理ＧＣＭ 

土木建築技術ＧＣＭ 

原燃計画ＧＣＭ 

原燃品質・安全ＧＣＭ 

燃料技術ＧＣＭ 

原燃輸送ＧＣＭ 

原子力工事センター所長 

品質保証ＧＣＭ 

保修管理ＧＣＭ 

保全計画ＧＣＭ 

土木建築設備ＧＣＭ 

原子力企画 
部長 

原子力発電 

部長 

原子力保全 

担当部長 

原子力運用 

管理担当部長 

原子力技術 

部長 

原子力土木 

建築部長 

原子燃料 

部長 

地域共生 

本部長 

地域共生 

部長 

ｼﾋﾞｱｱｸｼﾃﾞﾝﾄ対策ＰＴＣＭ 

広報ＧＣＭ 

嶺南ＥコーストＰＴＣＭ 
地域共生本部 

副本部長 

危機管理ＧＣＭ 

原子力安全 

部門統括 

原子力安全 

部長 

廃止措置計画ＧＣＭ 

廃止措置技術ＧＣＭ 

廃止措置技術 

センター所長 

原子力技術 

部門統括 
(土木建築) 

原子力企画ＧＣＭ 

人財・安全推進ＧＣＭ 

総務ＧＣＭ 

原子力研修センター所長 
総務担当 

部長 

【変更内容説明】 

・原子力発電部門の「原子力運転サポートセンター」

を原子力企画部門の「原子力研修センター」と統合

する。 

・原子力技術部門の高経年対策に係る機能（高経年対

策Ｇ）を原子力発電部門に移管し、原子力発電部門

の保修管理Ｇ、電気設備Ｇ、機械設備Ｇの３グルー

プと再編して保修管理Ｇ、保全計画Ｇの２グループ

とする。 

・発電所が現状有している調達先管理業務等を調達部

門に移管することに伴い、美浜発電所、高浜発電所

および大飯発電所の所長室経理係を廃止する。 

（組織図の変更なし） 
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（変更後）
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（注）保安規定対象外

（注）

（変更なし）
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（注）保安規定対象外

（注）

（変更なし）
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（注）保安規定対象外

（注）

（変更なし）


